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(54)【発明の名称】 可撓性可変内視鏡

(57)【要約】
【目的】  コイルの曲げ剛性変化によって可撓管部の可
撓性を調整するタイプの内視鏡において、可撓性調整機
構の操作性や耐久性を向上させる。
【構成】  自由状態で直線状の筒状をなすコイルを可撓
管部内に設け、該コイルの軸線方向の伸縮によって可撓
管部の可撓性を変化させる内視鏡において、コイルを可
撓管部と略同心に設け、このコイルの周方向に位置を異
ならせて、該コイルに係合する複数本のコイル牽引ワイ
ヤを設け、該複数本のコイル牽引ワイヤを牽引または弛
緩させてコイルを伸縮させるワイヤ操作機構を備える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  自由状態で直線状の筒状をなすコイルを
可撓管部内に設け、該コイルの軸線方向の伸縮によって
可撓管部の可撓性を変化させる内視鏡において、
上記コイルを可撓管部と略同心に設け、
このコイルの周方向に位置を異ならせて、該コイルに係
合する複数本のコイル牽引ワイヤを設け、
該複数本のコイル牽引ワイヤを牽引または弛緩させて上
記コイルを伸縮させるワイヤ操作機構を備えたことを特
徴とする可撓性可変内視鏡。
【請求項２】  請求項１記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記コイルの外径サイズは上記可撓管部の内径サイ
ズに対応し、該コイルが可撓管部の内周面に沿って配設
されている可撓性可変内視鏡。
【請求項３】  請求項記２載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記複数本のコイル牽引ワイヤは、コイルの内側に
周方向に等間隔で設けられている可撓性可変内視鏡。
【請求項４】  請求項３記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記コイルの内側に、上記コイル牽引ワイヤとは別
の内蔵物が設けられている可撓性可変内視鏡。
【請求項５】  請求項１から４のいずれか１項記載の可
撓性可変内視鏡において、上記複数本のコイル牽引ワイ
ヤの先端部が固定され、上記コイルの先端部に係合する
コイル押圧部材を有する可撓性可変内視鏡。
【請求項６】  請求項１から５のいずれか１項記載の可
撓性可変内視鏡において、上記ワイヤ操作機構は、
上記複数本のコイル牽引ワイヤが巻回された巻取ドラ
ム；及び該巻取ドラムを正逆方向に回動させるドラム駆
動手段；を備えている可撓性可変内視鏡。
【請求項７】  請求項６記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記ドラム駆動手段は、上記巻取ドラムに対し同軸
で回動可能に結合する、内視鏡の外面に設けた手動操作
部材からなる可撓性可変内視鏡。
【請求項８】  請求項６記載の可撓性可変内視鏡におい
て、上記ドラム駆動手段は、内視鏡内に設けた正逆駆動
モータと、該正逆駆動モータを正転または逆転させるモ
ータ操作部材からなる可撓性可変内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【技術分野】本発明は、可撓管部の可撓性を変化させる
ことが可能な可撓性可変内視鏡に関する。
【０００２】
【従来技術及びその問題点】医療用や工業用の内視鏡
は、屈曲した経路の観察対象内への挿入を容易にするべ
く挿入部に可撓性を有する可撓管部を設けているが、さ
らに挿入作業性を良くするために、この可撓管部の可撓
性（曲げ剛性、曲げ硬度）を可変とさせるタイプの内視
鏡が提案されている。このタイプの内視鏡は、例えば、
大腸への挿入時においてＳ字結腸部分を通すときは可撓
管部を硬化させ、Ｓ字結腸の通過後に可撓管部を軟化さ
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せるといった態様で使用される。
【０００３】可撓管部の可撓性を変化させるための手段
としては、例えば、自由状態で直線状の筒状をなすコイ
ルを可撓管部内に挿入し、このコイルの圧縮度を変化さ
せるものが知られている。この種のコイルは、圧縮すれ
ば曲がりにくくなり、伸ばせば曲がりやすくなるので、
該コイルの圧縮度を変化させることによって可撓管部の
可撓性を変化させることができる。
【０００４】コイルの圧縮度を変化させるための手段と
しては、該コイルの中心部にワイヤを挿通させてコイル
先端部付近に固定し、このワイヤを外部からの操作によ
って牽引または弛緩させる構造が知られている。すなわ
ち、ワイヤを牽引すればコイルが圧縮され、ワイヤを弛
緩させればコイルの圧縮が解除されて自由状態に戻る。
【０００５】ところで、以上のような可撓性調整用のコ
イルと該コイル牽引用のワイヤを用いたタイプの可撓性
可変内視鏡では、次のような問題があった。例えば、従
来は、コイルの中心部に挿通させた一本のワイヤによっ
てコイルを操作していたため、この一本のワイヤに過大
な引張負荷がかかって切断してしまった場合に、可撓性
の調整が全くできなくなる。
【０００６】また、可撓性調整用のコイルは、伸縮時に
おいて該伸縮方向と直交する方向へブレや座屈を生じる
と、他の内視鏡内蔵物に干渉して損傷させてしまうおそ
れがあるので、こうしたコイルの変位を防止するための
位置規制機構を設ける必要があった。
【０００７】また、従来は、可撓性調整用コイルには比
較的有効径の小さなコイルを用いていたため、ワイヤを
牽引したときに得られる曲げ剛性の変化量が小さく、可
撓管部を硬化させるためのワイヤ操作力が大きくなりが
ちであった。
【０００８】さらに、コイルが可撓管部の中心から偏心
した位置にあると、該コイルを圧縮したときの可撓管部
の可撓性が、曲げ方向によって異なってしまう。このよ
うな可撓性の偏りは、操作者が意図したものでなけれ
ば、操作性を損なう原因となる。
【０００９】
【発明の目的】本発明は、以上の問題点に鑑みてなされ
たものであり、コイルの曲げ剛性変化によって可撓管部
の可撓性を調整するタイプの内視鏡において、可撓性調
整機構の操作性や耐久性に優れた内視鏡を提供すること
を目的とする。
【００１０】
【発明の概要】本発明は、自由状態で直線状の筒状をな
すコイルを可撓管部内に設け、該コイルの軸線方向の伸
縮によって可撓管部の可撓性を変化させる内視鏡におい
て、コイルを可撓管部と略同心に設け、このコイルの周
方向に位置を異ならせて、該コイルに係合する複数本の
コイル牽引ワイヤを設け、該複数本のコイル牽引ワイヤ
を牽引または弛緩させてコイルを伸縮させるワイヤ操作
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機構を備えたことを特徴とする。
【００１１】コイルは、可撓管部の内径サイズに対応す
る外径サイズを有し、可撓管部の内周面に沿って配設さ
れていることが望ましい。この大径のコイルを牽引する
複数本のコイル牽引ワイヤは、該コイルの内側に周方向
に等間隔で設けられていることが好ましい。さらに、こ
の大径のコイルの内側には、コイル牽引ワイヤとは別の
内蔵物が収納されることが好ましい。
【００１２】複数本のコイル牽引ワイヤの先端部には、
コイルの先端部に係合するコイル押圧部材が固定されて
おり、該コイル押圧部材を介してコイルを押圧して圧縮
させることが好ましい。
【００１３】ワイヤ操作機構は、複数本のコイル牽引ワ
イヤが巻回された巻取ドラム；及び、該巻取ドラムを正
逆方向に回動させるドラム駆動手段；を備えた形態とす
ることができる。このドラム駆動手段は、巻取ドラムに
対し同軸で回動可能に結合する、内視鏡の外面に設けた
手動操作部材とすることができる。あるいは、ドラム駆
動手段を、内視鏡内に設けた正逆駆動モータと、該正逆
駆動モータを正転または逆転させるモータ操作部材から
構成することもできる。
【００１４】
【発明の実施の形態】図１ないし図４を参照して、本発
明による可撓性可変内視鏡の一実施形態を説明する。図
１に示す電子内視鏡１０は医療用の内視鏡であり、体腔
内に挿入される挿入部１１とその基部側に接続された操
作部１２を有している。挿入部１１は、先端側から順に
先端部１３、湾曲部１４及び可撓管部１５を有してお
り、さらに可撓管部１５が連結部１６を介して操作部１
２に接続している。
【００１５】先端部１３は、硬性部材からなる先端部本
体（不図示）を有し、この先端部本体に、図示しない対
物レンズ保持孔、配光レンズ保持孔、送気送水チャンネ
ル出口、処置具挿通チャンネル出口等が形成されてい
る。対物レンズ保持孔と配光レンズ保持孔には、結像用
の対物レンズと照明用の配光レンズが保持されている。
【００１６】湾曲部１４は、操作部１２に設けた湾曲操
作ノブ２０Ａ、２０Ｂを回動操作することによって所望
の湾曲状態に湾曲させることができる。湾曲部１４の内
側には、相対回動可能に連結された複数の節輪（湾曲
駒）からなる節輪アッセンブリーが設けられている。湾
曲操作ノブ２０Ａと前述の先端部本体の間には、一対の
湾曲操作ワイヤ３３が張設され、湾曲操作ノブ２０Ｂと
先端部本体の間には、一対の湾曲操作ワイヤ３４が張設
されており、各湾曲操作ノブの回動操作によって、対応
する一対の湾曲操作ワイヤが牽引または弛緩される。各
湾曲操作ワイヤは前記の節輪アッセンブリーに設けたワ
イヤガイドに挿通されており、対をなす湾曲操作ワイヤ
の一方が牽引され他方が弛緩されると、これに応じて節
輪アッセンブリーが回動され、湾曲部１４が湾曲され
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る。具体的には、湾曲操作ノブ２０Ａを正逆方向に回動
操作すると、一対の湾曲操作ワイヤ３３を介して湾曲部
１４が左右方向に湾曲し、湾曲操作ノブ２０Ｂを正逆方
向に回動操作すると、一対の湾曲操作ワイヤ３４を介し
て湾曲部１４は上下方向に湾曲する。さらに、湾曲部１
４の湾曲状態は、ロックノブ２１Ａやロックレバー２１
Ｂを操作することによって固定させることが可能であ
り、ロックノブ２１Ａをロック方向に回動操作すること
によって、湾曲操作ノブ２０Ａの回動操作が規制され、
ロックレバー２１Ｂをロック方向に回動操作することに
よって、湾曲操作ノブ２０Ｂの回動操作が規制される。
【００１７】操作部１２からはユニバーサルチューブ２
５が延出されており、該ユニバーサルチューブ２５の末
端には、不図示のプロセッサに接続するコネクタ部２６
が設けられている。コネクタ部２６には、画像信号伝送
用ケーブル５０やライトガイド５１の端部、送気チャン
ネル５２や送水チャンネル５３の入口部等が設けられて
おり、コネクタ部２６をプロセッサに接続することによ
って、画像信号伝送用ケーブル５０、ライトガイド５
１、送気チャンネル５２及び送水チャンネル５３はそれ
ぞれ、プロセッサ側の画像処理装置、光源及び送気送水
源に接続される。
【００１８】先端部１３内には、対物レンズの背後にＣ
ＣＤが設けられており、対物レンズから該ＣＣＤの受光
面に入った観察対象の像は光電変換され、ＣＣＤからユ
ニバーサルチューブ２５のコネクタ部２６まで配設され
た前述の画像信号伝送用ケーブル５０を介して、電子画
像としてプロセッサに送られる。プロセッサでは、電子
画像をモニタに表示したり画像記録媒体に記録するとが
できる。操作部１２には、画像処理関連の遠隔操作を行
うための複数のリモート操作ボタンスイッチ２７が設け
られている。また、配光レンズには、ユニバーサルチュ
ーブ２５のコネクタ部２６から先端部１３まで配設され
た前述のライトガイドを介して、プロセッサに設けた光
源からの照明光が与えられる。
【００１９】操作部１２には、リモート操作ボタンスイ
ッチ２７の近傍位置に送気送水ボタン２８が設けられて
いる。送気送水ボタン２８を押し込むと、プロセッサ側
に設けた送水源と送水チャンネル５３が連通し、該送水
チャンネル５３内に送水される。先端部１３に設けた送
水チャンネル５３の出口には対物レンズに向けてノズル
が設けられていて、送水チャンネル５３に送られた洗浄
水などの液体は、該ノズルから対物レンズへ向けて噴出
され、対物レンズを洗浄する。また、送気送水ボタン２
８の上面には図示しない孔が設けられており、この孔を
塞ぐと、プロセッサ側に設けた送気源の正圧が送気チャ
ンネル５２に作用して空気が送られる。送水チャンネル
５３と同様に、先端部１３に設けた送気チャンネル５２
の出口には対物レンズに向けてノズルが設けられてい
て、送気チャンネル５２に空気が送られると、該ノズル



(4) 特開２００２－３４５７４２

10

20

30

40

50

5
から対物レンズへ向けて空気が噴出し、対物レンズに付
着した洗浄水の水滴や、体液などその他の液体の水滴を
除去することができる。
【００２０】電子内視鏡１０の連結部１６には、鉗子や
高周波焼灼処置具といった処置具を挿入するための処置
具挿入口突起３０（図１）が設けられており、該処置具
挿入口突起３０から内視鏡内方に向けて、処置具挿通チ
ャンネル３１が延設されている。処置具挿通チャンネル
３１は、先端部１３に形成した処置具挿通チャンネル出
口に連通しており、処置具挿入口突起３０から挿入され
た処置具は、処置具挿通チャンネル３１を通って処置具
挿通チャンネル出口から突出させることができる。処置
具挿通チャンネル３１はまた、電子内視鏡１０の外部に
設けた図示されない負圧源（吸引源）にも接続されてい
る。よって、処置具挿通チャンネル３１に対しては、処
置具挿入口突起３０を介して鉗子等の処置具を挿入する
ことと、負圧源を介して負圧をかけることが可能であ
る。この処置具挿通チャンネル３１を吸引用の管路とし
て使用するときには、操作部１２に設けた吸引ボタン２
９を押圧する。すると、負圧源側の管路と処置具挿通チ
ャンネル３１が連通されて、負圧が処置具挿通チャンネ
ル３１に作用し、処置具挿通チャンネル出口から体液等
の流体を吸引することができる。
【００２１】前述のように、湾曲部１４は湾曲操作によ
って任意に曲げることができ、可撓管部１５も可撓性を
有しているが、挿入部１１における以上の内蔵物はそれ
ぞれ、湾曲部１４の湾曲操作や可撓管部１５の変形に対
応するように可撓性を有している。
【００２２】図２及び図３に示すように、可撓管部１５
は、円筒状の可撓管５５によって外面が形成されてい
る。可撓管５５は、非通水性と非導電性を有する外皮
や、その内側の螺旋管などから構成されており、全体と
して一定の曲げ剛性を有する。この可撓管５５の内側
に、該可撓管５５と略同心をなす大径のコイル５６が設
けられている。コイル５６は、鋼線を巻回して形成され
た、自由状態で直線状をなす筒状コイルであり、その軸
線方向へ伸縮可能である。コイル５６の外径サイズは可
撓管５５の内径サイズよりわずかに小さく、該コイル５
６は、可撓管５５の内周面に沿って配設されている。
【００２３】コイル５６は、操作部１２側に向く基端部
がコイルストッパ５７（図４）に当接しており、該基端
部と反対側の先端部が、可撓管５５の内面に支持された
コイル押圧部材６０（図３）に当接している。コイルス
トッパ５７とコイル押圧部材６０はそれぞれ、コイル５
６と同心の環状部材であり、コイルストッパ５７は、可
撓管５５に対して固定された部材である。一方、コイル
押圧部材６０は、可撓管５５に対して長手方向に移動可
能となっている。したがって、コイル５６の両端部を挟
んでいるコイルストッパ５７とコイル押圧部材６０のう
ち、コイル押圧部材６０の移動によって、コイル５６の
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圧縮度を変化させることができる。コイル５６が実質的
に圧縮されていない自由状態では、該コイル５６の先端
部とコイル押圧部材６０は、可撓管部１５の長手方向に
おいて湾曲部１４との接合位置近傍（図１に符号Ｐで示
す付近）に位置しており、コイル押圧部材６０が該位置
よりも操作部１２側（図１及び図３の右方）に向けて移
動すると、コイル５６が徐々に圧縮される。
【００２４】コイル押圧部材６０には３本のコイル牽引
ワイヤ６１の先端部が固定されており（図３参照）、そ
れぞれのコイル牽引ワイヤ６１は、コイル５６の内側を
通って挿入部１２まで延設され、操作部１２内に設けた
巻取ドラム６２に巻回されている（図４参照）。３本の
コイル牽引ワイヤ６１は、コイルストッパ５７とコイル
押圧部材６０の間では、コイル５６の内面に沿って周方
向に等間隔の位置関係となるように、コイルストッパ５
７に設けたワイヤガイド部５７ａなどを介して案内され
ている。なお、図３では、作図上、２本のコイル牽引ワ
イヤ６１を直径方向の対向位置に示している。
【００２５】巻取ドラム６２は、ユニバーサルチューブ
２５の基部に設けた可撓性調整ノブ６３と同軸で回動可
能に連結されており、可撓性調整ノブ６３を正逆方向に
回動操作することによって、該巻取ドラム６２が正逆方
向に回動される。巻取ドラム６２が図４のＡ方向に回動
することによって、該巻取ドラム６２に対して、３本の
コイル牽引ワイヤ６１がそれぞれ同量巻き取られる。逆
に、巻取ドラム６２が図４のＢ方向に回動すると、該巻
取ドラム６２から３本のコイル牽引ワイヤ６１がそれぞ
れ同量繰り出される。
【００２６】以上の電子内視鏡１０における可撓管部１
５の可撓性調整の態様を説明する。３本のコイル牽引ワ
イヤ６１が弛緩している状態では、該コイル牽引ワイヤ
６１がコイル押圧部材６０の移動位置を規制しておら
ず、コイル押圧部材６０はコイル５６の先端部位置を規
制しない。よって、コイル５６は、前述した自由状態に
あり、可撓管部１５は最も柔軟な状態にある。
【００２７】ここで、可撓性調整ノブ６３を図４のＡ方
向に回動操作すると、３本のコイル牽引ワイヤ６１がそ
れぞれ巻取ドラム６２に巻き取られて牽引され、ワイヤ
牽引量に応じた分だけ、コイル押圧部材６０が操作部１
２方向（図３中の右方）に向けて移動する。このコイル
押圧部材６０の移動方向は、コイル５６をコイルストッ
パ５７側へ押し付ける方向であるから、該コイル押圧部
材６０とコイルストッパ５７の間に挟まれたコイル５６
は徐々に圧縮される。コイル５６は、圧縮されると曲が
りにくく（硬く）なり、圧縮を解除すると曲がりやすく
（柔らかく）なる特性を有しているため、圧縮されたコ
イル５６は、自由状態に比べて曲げ剛性が高くなって曲
がりにくくなる。よって、コイル５６を内蔵した可撓管
部１５の硬度も増す。可撓管部１５の硬化の程度は、可
撓性調整ノブ６３の回動操作量によって調整することが
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7
できる。
【００２８】可撓管部１５を硬化状態から柔軟にさせる
際には、可撓性調整ノブ６３を図４のＢ方向に回動させ
る。すると、巻取ドラム６２から３本のコイル牽引ワイ
ヤ６１が繰り出されて、ワイヤ繰出分だけコイル押圧部
材６０が挿入部１１の先端方向（図３の左方）に移動可
能になる。同方向には、圧縮されているコイル５６が復
元しようとする力が作用しているため、コイル５６の先
端部によってコイル押圧部材６０が押されてコイル５６
が伸びる。コイル５６は伸びると曲げ剛性が低下するの
で、可撓管部１５が柔軟になる。コイル５６が自由状態
になるまでコイル押圧部材６０を移動させると、可撓管
部１５は最も柔らかくなる。
【００２９】以上のように、本実施形態の可撓性可変内
視鏡では、可撓性調整ノブ６３の回動操作により３本の
コイル牽引ワイヤ６１を牽引または弛緩させてコイル５
６を伸縮させ、可撓管部１５の可撓性調整を行うことが
できるが、特に以下の利点を有する。
【００３０】まず、コイル５６を三本のコイル牽引ワイ
ヤ６１で牽引して圧縮させるため、それぞれのコイル牽
引ワイヤ６１にかかる負荷を軽減することができ、耐久
性に優れる。そして、仮に一本または二本のコイル牽引
ワイヤ６１が切断したとしても、残りのコイル牽引ワイ
ヤ６１によってコイル５６を操作することが可能なの
で、完全に可撓性調整不能になってしまうおそれが少な
い。
【００３１】特に、三本のコイル牽引ワイヤ６１は、周
方向に等間隔で配されている。そのため、コイル押圧部
材６０を均等な力で牽引することができ、該コイル押圧
部材６０によって押圧、圧縮されるコイル５６の曲がり
や倒れを防ぐことができる。
【００３２】また、コイル５６を、可撓管５５の内径サ
イズに対応する外径サイズを有する有効径の大きなコイ
ルとしたため、コイル圧縮時の曲げ剛性の変化量が大き
い。これにより、可撓管部を硬化させる際の、操作部側
でのコイル牽引ワイヤの操作量や操作力を小さくでき、
操作が容易になる。
【００３３】また、コイル５６は可撓管部１５（可撓管
５５）と略同心に配設されているから、コイル５６を圧
縮させたときに、可撓管部１５のいずれの曲げ方向にも
均一な可撓性を与えることができる。より詳細には、コ
イル５６は、可撓管５５の内周面に沿う態様で該可撓管
５５と同心に配設されており、実質的には可撓管５５の
内面を構成しているのと同じである。よって、コイル５
６は、可撓管５５と同心でありつつ、その内側にライト
ガイドや各種チューブを収納して、これらの各種内蔵物
との干渉を避けることができる。例えば、本実施形態と
異なり、他の内視鏡内蔵物と同程度に細径であるコイル
を可撓管部と同心に配置するためには、可撓管部の中心
位置に他の内蔵物が配されていないことが必要となる
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が、可撓管部の中心が空きスペースであることは少な
い。一方、本実施形態では、これらの各種内蔵物が可撓
管部の中心に設けられているか否かに関わりなく、可撓
管５５と同心にコイル５６を配することができる。
【００３４】さらに、上記のように、コイル５６は実質
的には可撓管５５の内面を構成しているものであるか
ら、特別な変位防止機構を設けずとも、伸縮操作時に該
可撓管５５内で径方向にブレや座屈を生じることがな
い。よって、コイル５６が、可撓管５５内にある他の内
蔵物に接触して損傷させるおそれはない。
【００３５】図５は、本発明の第二の実施形態を示して
いる。第二実施形態では、３本のコイル牽引ワイヤ６１
によってコイル５６を操作する点では、先に説明した第
一の実施形態と共通しており、この３本のコイル牽引ワ
イヤ６１を駆動させるための機構が異なっている。すな
わち、操作部１２内には、手動の操作ノブ等に換えて、
巻取ドラム６５を回動させるための正逆駆動モータ６６
とモータ制御回路６７が設けられており、操作部１２の
外面には、この正逆駆動モータ６６を駆動させるための
モータ駆動ボタン６８、６９が設けられている。モータ
制御回路６７は、モータ駆動ボタン６８、６９の一方を
押圧するとモータ６６を正転させ、他方を押圧するとモ
ータ６６を逆転させる。モータ６６が正転または逆転さ
れると巻取ドラム６５が正逆方向に回動し、その結果、
３本のコイル牽引ワイヤ６１が牽引または弛緩される。
前述の通り、コイル牽引ワイヤ６１が牽引または弛緩さ
れると、コイル押圧部材６０を介してコイル５６が伸縮
されて、可撓管部１５の可撓性が変化する。
【００３６】以上のように、本発明の実施形態の内視鏡
によれば、可撓管部１５と同心のコイル５６を、複数の
コイル牽引ワイヤ６１によって伸縮させる構成としたの
で、可撓管部１５のいずれの曲げ方向にも均一な可撓性
を与えることができ、かつ各コイル牽引ワイヤ６１への
負担を軽減した可撓性可変内視鏡が得られる。特に、コ
イル５６は、可撓管部１５の可撓管５５の内周面に沿う
有効径の大きなコイル５６であるから、比較的小さな操
作力で曲げ剛性を大きく変化させることができる。ま
た、この大径のコイル５６は、その内側に各種チャンネ
ル等の内視鏡内蔵物を位置させ、径方向には可撓管５５
によって位置規制されているので、特別な位置規制機構
を設けなくとも、他の内蔵物との干渉を避けることがで
きる。
【００３７】但し、本発明は図示の実施形態に限定され
るものではない。例えば、実施形態では、コイル５６を
操作するために３本のコイル牽引ワイヤ６１を設けてい
るが、同様のコイル牽引ワイヤを２本、あるいは４本以
上設けてもよい。この場合も、コイル牽引ワイヤは周方
向に等間隔で配置することが望ましい。
【００３８】また、実施形態では、コイル牽引ワイヤを
牽引する手段は、操作部１２内の巻取機構であるが、プ
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ロセッサ側にワイヤ牽引手段を設けることも可能であ
る。
【００３９】
【発明の効果】以上から明らかなように、本発明によれ
ば、コイルの曲げ剛性変化によって可撓管部の可撓性を
調整する内視鏡において、可撓性調整機構の操作性や耐
久性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を適用した可撓性可変内視鏡の全体図で
ある。
【図２】図１のII-II線に沿って示す、可撓管部の正面
断面図である。
【図３】図２のIII-III線に沿って示す、可撓管部の側
断面図である。
【図４】図１の可撓性可変内視鏡の操作部付近を透視し
て示す図である。
【図５】図４とは異なる実施形態を示す、操作部付近の
透視図である。
【符号の説明】
１０  電子内視鏡
１１  挿入部
１２  操作部
１３  先端部 *
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*１４  湾曲部
１５  可撓管部
１６  連結部
２０Ａ  ２０Ｂ  湾曲操作ノブ
２５  ユニバーサルチューブ
２６  コネクタ部
３０  処置具挿入口突起
３１  処置具挿通チャンネル
３３  ３４  湾曲操作ワイヤ
５０  画像信号伝送用ケーブル
５１  ライトガイド
５２  送気チャンネル
５３  送水チャンネル
５５  可撓管
５６  コイル
５７  コイルストッパ
６０  コイル押圧部材
６１  コイル牽引ワイヤ
６２  ６５  巻取ドラム
６３  可撓性調整ノブ（手動操作部材）
６６  正逆駆動モータ
６７  モータ制御回路
６８  ６９  モータ駆動ボタン（モータ操作部材）

【図１】
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